




























































What is needed for the process of disaster recovery?
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とはそうした意味を持った「地域の回復力」をさす。
そして「地域社会のコミュニティが安定した状態を
回復するためには，そこで暮らす個人，地域の自然
環境，その中で支え合う地域社会，雇用と収入を得
るための生産環境が重要」である（早田，2015a）。
図は，コミュニティにおけるレジリエンスを高め
る様々なアクションを示すものである。重要と考え
られる「個人」「自然環境」「（地域）社会」「生産環
境」を四角に配置し，ローカルレベルから国際レベ
ルまでのガバナンスの広がりで捉えたコミュニティ
の各部分に必要な支援を明示化し，つなぎながら整
理していくものである。
コミュニティ・レジリエンスを進めるためには身
近な地域の人とそのつながり，そこで活用される知
恵，合意の形成，活動力が中心的に重要とされる
（早田，2015a）。
仁平（2004）は被災からのレジリエンシ （ー回復
力）の高いコミュニティの条件を次の10個挙げてい
る。①自地域の信頼，②未来志向，③自地域の尊重，
④自地域の受容，⑤肯定的地域観，⑥他地域の信頼
と利用，⑦平静さ，⑧情報収集，⑨リスクテーキン
グ，⑩実存的独立である。このうち，⑥は他の地域
による支援への信頼が形成されており，互酬的に自
地域から他地域への支援システムの確立の可能性も
生じることを指している。これは災害からの回復力
をどのようにすれば具備できるかを考える上で，災
害支援と受援を一体的に考えていく平時の準備が整
えられる自治体の力と連関していそうである。被災
してもなお援助を受ける体制を組むことができる力
を持っていることを示唆し，被災時以外では他の被
災地に対して支援の実績を重ねることで，（災害時
対応協定などを通して）いざという時に直ちに支援
の申し出を受ける可能性が高いことや，自らの行政
組織・体制に適合しやすい支援を得やすくなること
が考えられる。
３．適応可能キャパシティについて
コミュニティの回復過程で重層的になされる地方
自治体や国からの支援や助成は，重要であるものの
無尽蔵ではなく，実際のところ限界がある。そのよ
うな資源は公募等の方法を入れつつ公平な配分の形
を取ることになる。そのため，限られた人材や費用
などの資源を効率的に使うことが重要になるのであ
り，被災地内外のリソースを活用する力・可能性は
「適応可能キャパシティ」と呼ばれ，NPO組織や復
興関連プロジェクトを巻き込む力になる。
災害時対応と復興において，被災地がどれくらい
援助を受けられるかを意味する「受援力」に注目さ
れるようになっている。神戸市社会福祉協議会が
2014年3月に作成した改訂版「こうべ災害ボラン
ティア支援マニュアル」には第6節を「災害受援計
画」に充て，「支援を受け入れる側もすみやかに受
け入れ体制を整えられる」よう計画を
作るものとしている。支援と受援のバ
ランスを考えつつ，従来の情報処理，
指揮調整，現場対応環境という 3点
に加え，ボランティア，NPO，企業
など「民間の力」を 4つ目の視点に
位置付けている。上述のように地方自
治体や国の支援に限りがあることから，
第三セクターや民間の力が求められて
おり，それが適応可能キャパシティの
余力に貢献する。
４．ソーシャル・キャピタルに
ついて
ソーシャル・キャピタルの明確な定
義が存在しているとはいえないが，そ
の論者の一人であるR・パットナムの
主張からするとソーシャル・キャピタ
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図 レジリエンスを高めるマルチレベルのアクション（早田,2015a）
ルの意味するところは以下のような内容になる。
人々の協調行動を活発にすることによって社
会の効率性を高めることのできる，「信頼」「互
酬性の規範」「ネットワーク」といった社会組
織の特徴（内閣府，2005）
一般的にソーシャル・キャピタルは，健康の増進，
教育成果の向上，近隣の治安の向上，経済発展など
有益な成果をもたらし，社会や個人の繁栄に寄与す
ると指摘されている。その一方で，ソーシャル・キャ
ピタルは負の効果をもたらす可能性もあるとされる。
結合型ソーシャル・キャピタルが強固であることは
反面として排他性を示すこと，また社会の中に等し
く分布するものではなく，偏在する特徴があるとす
れば，一部の人しか享受できないことになってしま
う。
ソーシャル・キャピタルは，その地域における歴
史や文化面での長年の蓄積が反映されるところが大
きいとするならば，現状を変化させることは簡単で
はないかもしれない。しかし，ボランティア活動を
始めとする市民活動とソーシャル・キャピタルは互
いに高めあうような関係にあるとみられ，市民活動
の活発な動きによって，今後のわが国のソーシャル・
キャピタルが質と量の両面でより豊かなものとなっ
ていくことが期待される。
日本大震災後の復興のキーワードの一つに「絆」
がある。この言葉は，ソーシャル・キャピタルの
「結束力」や人とのつながり（ネットワーク）を一文
字で示しているとみることができる。
一方で「橋渡し」はどうか。外部からの人や団体
からの刺激を受けて，域内のNPOやボランティア
団体が活性化し，人間関係の求心力（人と人とが結
びつくきっかけや動機）を高めていくことは内に留
まらない拡大の力であり，新しく構築された人間関
係に信頼を醸成し強化していく。それが十分に機能
するためには，次の3つが重要とされる。
①先駆性あるいは課題発見力の要素
②人間関係づくりを行うリーダーシップあるいはコー
ディネーターの要素
③コミュニケーションのための公共空間の要素
また，水平的でオープンなネットワークを醸成す
るための活動のルール（規範）の存在や，市民活動－
社会的な成果の実現－市民活動の更なる活発化（信
頼関係に基づくネットワークの広がり）といった好
循環を導き出すことなどもポイントとなっている。
震災以前の検討によるが，コミュニティ再興のた
めに必要な仕組み（内閣府，2005）としては次の5つ
のポイントが注目される。
①住民の自発性を尊重し，参加しやすい仕組みを導
入
②地域資源の活用などにより，地域の個性を発揮し，
地域内外に分かりやすく情報発信
③ニーズや課題を持つ人々も地域資源のひとつとし
て，つながりの中に包含
④お互いに補い合える主体同士が積極的に連携する
仕組みを導入
⑤地域経営などの観点を取り入れた自律的な活動を
促進
地域福祉推進の観点からよく挙げられる内容も含
まれている。こうしたことの担い手は公的な組織の
他，NPO等民間の組織であってよく，むしろその
方が必要なところに必要な仕組みを作っていくこと
になり，そのプロセスは参加者の主体性を引き出す
効果を生むと考えられる。興味深いのは，市町村合
併を機に全戸加入型のNPOを新市がイニシアチブ
を取っているものである。地域社会の弱まりを補う
ために，行政がソーシャル・キャピタルの維持を図
る試みであり，住民の主体性は縮小するのではない
かとの見方もある。しかし，地域住民の思いとは必
ずしも一致しないまま，否応なく行政区が組み替え
られていくような変化に直面した場合に，以前の生
活での人間関係や社会関係を仕組みで支えるやり方
は，震災後の地域ごとの復興を考える場合に前例を
与えるものである。
５．復興のフレームワーク
復興庁（2015）によれば，「新しい東北」先導モ
デル事業として「次世代型地域包括ケア」を推進す
るとしている。「地域包括ケア」システムとは，住
み慣れた地域で，自分らしい暮らしを人生の最期ま
で続けることができるための地域の包括的な支援・
サービスの提供体制を指す。その中核を担う地域包
括支援センターの主な業務として「地域ケア会議」
を開くことが2015年度から追加され，団塊の世代
が75歳以上（後期高齢者）になる2025年までの同シ
ステムの完成を目指して本格的に進み出している。
そのような基本的な考え方に対して「次世代型」と
は「医療・介護の専門職だけではなく，市や事業者，
災害復興過程には何が必要か
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地域住民など，福祉・医療・介護・生活支援を行う
者も連携。被災などで健康状態が悪化した市民を支
援するための仕組み」と説明されている。この内容
自体は特別に次世代を感じさせるものではないが，
被災地の現状を踏まえた視点からは，被災の影響に
よる健康悪化への対処がある。例えば，宮城県南三
陸町での生活不活発病予防・改善の取り組みなどが
なされていることが該当すると考えられ，そのよう
な被災者実態を考慮していくこと自体は重要であろ
う。
被災後にこのシステム導入を検討するに当たって
は，大きな被害があった故にその後の再建も大がか
りであるが，考え方を変えれば，このシステムを計
画的に実現していくには条件的に良い面もあるとの
見方があった。高台へ移転するにせよ，一から土地
造成し，コミュニティ機能を考えた上で再建を進め
る際にこのシステムを計画的に備えるのは一つの方
法であり，効果的に地域包括ケアシステムのモデル
を実現できるということが期待の中にはある。
宮城県岩沼市は，震災後に住民との熟議を重ねた
上でいち早くコミュニティ再建のプロセスへ進んだ
ことで注目される。その特徴は，地域包括ケアシス
テムが目指す，高齢社会の一層の進展への対策とい
う枠組みにとどまらず，地域が継続的に発展し地域
住民が住み続けるイメージ（復興のグランドデザイ
ン）を共有し，住民参加のワークショップを通じて
住民意見が反映された（園田 他，2013）ことにあ
る。2014年末に話題になった「消滅可能性都市」
894都市の中に，宮城県でも23市町が含まれる中，
岩沼市の名前はない。すなわち，2010年～2040年
の30年間に，20歳～39歳の女性が半減する惧れは
ないと見込まれているのであり，そこでは，人口増
加（次世代の生産）への可能性が残されていること
を意味する。上述の年齢層の女性が地方から東京圏
へ移動するのは，多く仕事を得ることが主要な動機
とされる。復興した市町村において，コミュニティ
の機能が十分に回復しているならば，後期高齢者の
増加があってもその人たちの支え手として働くこと
ができる（雇用創出）のであり，人口の流出防止に
寄与すると期待できる。
また，地方人口の減少を懸念し，日本創生会議が
中心となって様々な手が加えられようとしている中
で，「東京圏高齢化危機回避戦略」に関わるものと
して日本版CCRCが打ち出されている。CCRCと
は「継続的なケア付きリタイアメントコミュニティ」
（ContinuingCareRetirementCommunity）のこ
とである。身体状態でいえば自立しているころから
入居し，その後徐々に身体状態が変化して介護の必
要が高まっても引き続きその場（コミュニティ）に
住み続けることができるところに特徴がある1。米
国で試行錯誤が重ねられ，大学も関わりながら地域
づくりを行う一つのモデルになっており，それを日
本に導入したものが日本版CCRCであり，既にい
くつかの場所で試みられている。その一つである
Share金沢では上述した比較的高齢の主居住層だけ
でなく，若年層である学生が住みこめる仕組みを持っ
ており，「幅広い年齢層」の実現も模索している。
このような形式は，被災地で進む人口減少，消滅
可能性都市化の進展の現実を押し留めていく方法の
一つとして検討の余地がないわけではないであろう。
前記の「地域包括ケアシステム」にしても大きな被
害を受けたところから大きな飛躍で回復・復興を目
指す場合に，国・地方自治体が先導的・管理的に，
そして責任を持って推し進めるのであれば，一定の
効果を期待できる。
しかし，一方ではこうした日本型CCRCに対し
て警戒する声もある。嫌がる人に移転を強いる「強
制収容所」になりはしないか，現代的な「姥捨て」
になりはしないかという懸念である（山下，2015）。
上に示した健康なうちから住むという事情やどちら
かと言えば高所得者の「高福祉型郊外住宅団地」で
あることからその懸念は今のところ杞憂に近いもの
と考えられる。しかしながら，むしろ居住者が高所
得者に限られた「高福祉型」ならば，いわゆるゲー
テッドコミュニティを公的に作っていくことになり
かねず，すべての人の生活の安心安全をめざしてい
く地域包括ケアシステムとのずれが生じうると考え
られる。
また，内閣府が2014年に示した「国土強靭化」
という枠組みもある。この中で示される「しなやか
さ」とは回復力の速さを示すものとされ，レジリエ
ンスと関連するものとみることができる。但し，
「国土強靭化」という表記が示すように，国レベル
の政策志向モデルであり，先に示したコミュニティ・
レジリエンスが「社会＝生態系の回復モデル」と示
されるようにいわば地域住民の生活の近いところか
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1自立型住まいから支援型住まいへ，さらに介護型住まい
とコミュニティ内での住まいの移動はある。
らの回復を考えるボトムアップ型の概念であるとこ
ろが異なり，内容的にも「国土強靭化」の方には欠
如している視点があるなどの点で大きく異なるもの
とされている（早田，2015b）。
このように，復興のプロセスを国が考案したフレー
ム用いながら考えていくことは，震災と切り離され
た後も続く地域での生活の安定を考えてみる上で示
唆的である一方で，よほど綿密に調整しながら進め
なければ，場合によっては，蚕食状態での開発を進
め，周辺地域との相互関係が悪化する可能性がある。
また，「すべての地域住民に対しての復興」という
視点が緩むと，一部の人だけに都合の良いものになっ
てしまい，当初の期待からは大きく外れたものにな
りかねない。こうしたことを避けるために，先述の
コミュニティ・レジリエンス概念を用いて，必要な
4要素はどうであるか検討を行うこと，その中のソー
シャル・キャピタルは十分であるかを確認すること
が必要であると考えられる。
６．最後に
本稿においてはソーシャル・レジリエンス概念を
手掛かりとして，関連概念や復興フレームワークを
取り上げ，災害復興過程に必要な諸要素を検討した。
しかし，誰がそれを担っていくかの具体を考えね
ば，実際のところは絵に描いた餅に過ぎない。筆者
が関わる，被災地で復興支援をしている人たち・
NPO，被災地外で支援・研究している人たちがコ
ミュニティ・レジリエンスのどこに影響力を持って
いるのか，持ちうるのかを検討することは現に進む
復興を考えるうえで，さらに次の大規模災害の備え
を考える上で重要である。今回，種々の概念を考え
る上で貴重なベースとなる考え方を提示した早田
（2015a）は，誰がどのような立場からソーシャル・
キャピタルを形成していくのかについて，ソーシャ
ルワークの個別支援，地域支援に言及しその役割に
注目している。ソーシャル・キャピタル全般に対し
てソーシャルワーカーが独占的に担うというのでは
ないが，ソーシャル・キャピタルに関わり，それを
育てていく環境にあるソーシャルワーカーの専門性
を高めることの重要さを強調し十分な役割を果たす
ことに期待を寄せている。このように具体的に誰が
キーパーソンになりうるのかを，役割の専門性に注
目しながら検討しておくことも重要であろう。筆者
もまたソーシャルワーカーとして，これまでに関わっ
てきた人々の，災害復興における役割や位置関係を
分析しながら，支援実践とその研究を進めていきた
いと思う。
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